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畜産関係業務【1,453億円】

○ 畜産物の価格安定を図るための輸入・調整保管等
○ 畜産業の振興に資するための事業等に対する補助
○ 加工原料乳及び肉用子牛の生産者補給金の交付
○ 乳製品の輸入等の業務や畜産物の需給の安定に必要な国内
外の生産状況や価格等についての情報収集と提供

平成２０年度機構の支出予算額： 2,874億円(2,698億円)
（ ）は前年度支出予算額

野菜関係業務【 242億円】

○ 野菜の安定的な供給を図るための価格低落時における生産者
補給交付金等の交付

○ 野菜の需給調整事業等に対する補助
○ 野菜の安定的な供給を行う上で必要な国内外の生産状況や価
格等についての情報収集と提供

蚕糸関係業務

廃止

砂糖・でん粉関係業務【1,179億円】

○ 輸入糖及び輸入とうもろこし等の買入れ・売戻しによる調整金
の徴収

○ 甘味資源作物及びでん粉原料用いも生産者等に対する交付
金の交付

○ 生産者の経営の安定等に必要な国内外の生産利用状況や価
格等についての情報収集と提供

(独)農畜産業振興機構の業務概要
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○ 独立行政法人整理合理化計画を踏まえて事業の見直しを行い国から機構への予算額は、１９年度１，２７８億円から
２０年度１，０３０億円と２４８億円を削減。



○ 畜産業振興事業における基金の管理基準（１９年３月策定）

以下の基準に該当する基金は、適切な規模への縮減、廃止、返還
を実施

① 事業を終了した基金

② 事業の見直し以降あるいは直近３年以上実績の無い基金

③ 事業造成目的が無くなった又は変更したと判断される基金

④ 適正保有水準を大幅に上回る基金

○ 基金管理の結果

① 単年度補助に移行等 ２基金

② 廃止 １４基金

③ 基金残額の一部返還 １３基金

「基金の基準」に基づく見直し
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畜産関係業務の見直し

○ 保有資金の規模拡大の抑制について
・ 国からの交付金の抑制を図るため、事業の効率化・重点化による畜産関係事業の見直しを実施し、平成２０年度は、国から機
構へ交付される交付額を２１４億円削減するなど、保有資金の規模拡大を抑制。
・ 平成２０年２月に、配合飼料価格の高騰を踏まえて、緊急的に事業費総額１８７１億円（２１年度分を含む。）の対策を措置した

ことから、資金残高（１８年度末１７８５億円）は更に減少する見込み。
○ 「基金の基準」に基づく見直しについて

・ 公益法人等の基金について、基金の管理に関する基準に基づいて、事業の廃止や、使用見込みの低い基金の返還を推進。
・ 基金ごとに評価を行い、１４基金を廃止、１３基金の一部を返還の予定。

国から機構への交付金額の推移
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△214億円

注：酪農関係には、加工原料乳生産者補給交付金を含む。

保有資金の抑制



○ 事業主体の公募化の推進

・ 選定の過程について、より透明性・公平性の確保を図るため、平成２０年度実施の事業から、原則として公募方式
により事業主体の選定を開始。

公募の仕組み

○ 事業実施
・補助金交付申請書等の提出を受け、審査の上、補助金
の交付を決定

○ 公募（１月～２月）
・マスコミ向け事前説明会の開催
・問合せ窓口設置
・団体、県庁等への説明会の開催

・公募要領の公表
（公募期間：２月２２日～３月２１日）

○ 審査及び決定（３月下旬）
・外部有識者を中心とした審査委員会
により審査

・応募団体に対して審査結果を通知

【審査の観点】
①事業実施能力

②管理体制
③成果の公益利用

【公募要領の概要】
①公募対象事業

②応募団体の要件
③補助金額
④申請書提出期間

① 飼料基盤強化対策
・飼料用米の利活用モデル実証の全国展開等
・飼料生産を担う受託組織の育成拡大
・エコフｲード（食品残さの飼料利用）に取り組む技術
者の確保

② 畜産経営対策
・肉用牛肥育経営の物財費割れを補てんする特別対策
・家畜飼料特別支援資金（つなぎ資金）
・生産性向上に必要な機械のリース

③ 畜産物の普及・啓発対策
・飼料価格高騰等の理解醸成
・牛乳乳製品の消費拡大

④ 生産基盤強化対策
・肉用牛繁殖雌牛の増頭、家畜改良の推進

⑤ 環境・衛生対策
・家畜排せつ物の利活用の推進
・食肉処理の衛生対策の強化

主要事業の概要（平成２０年度）
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国
（独）農畜産
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補助 補助

交付 交付

積立積立

○ 重要野菜等緊急需給調整事業等について、農畜産業振興機構への機能・実施体制の集約。
・ 重要野菜等緊急需給調整事業については、（社）全国野菜需給調整機構を経由することなく、価格安定事業を行っている

農畜産業振興機構から直接産地側に交付し、効率的に実施。
・ 指定野菜価格安定対策事業については、平成２０年度事業から、従来、国で行っていた業務の一部を、農畜産業振興機構

に移管することで、補給金の交付を迅速化。

（重要野菜等緊急需給調整事業のスキーム）

（社）全国野菜
需給調整機構

業務の
一元化

野菜関係業務の見直し

蚕糸関係業務の見直し

○ 生糸の輸入に係る調整等に関する法律を廃止する法律（平成20年４月11日成立、即日施行）により、蚕糸関係業務

は全て廃止。
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生産・製造
コスト格差
是正のため
の政策支援

輸入価格
（機構買入価格）

政
策
支
援

調整金収入

国産品のコスト

国内販売価格
（機構売戻価格）

輸入品 国産品

○ 国産てん菜糖に対する交付金の交付対象数量に上限を設定。

・ 国産てん菜糖については、近年の大幅な増産・豊作等により、「食料・農業・農村基本計画」（平成１７年 ３月閣議決定）

における生産努力目標（砂糖ベースで６４万トン）を大きく上回って製造。
・ このため、国産てん菜糖に対する交付金について、生産者団体の理解と協力を得て、交付対象数量の上限を６４万トン
に設定。

生産者

収穫面積等
一定の要件
を満たす者

製造事業者

合理化計画
の認定等
一定の要件
を満たす者

てん菜糖

６４万トンを
上限に支援

６４万トン
Ｈ２７

（生産努力目標）

７４万トン
Ｈ１５

（実績）

平成27年度におけるてん菜糖

の生産努力目標（精糖換算）

糖価調整業務の見直し
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情報収集提供業務の見直し

地方事務所の見直し

業務運営体制の整備

○ 品目横断的かつ国内外一体的に情報収集提供業務を行う組織体制に再編し効率化（平成20年4月）。

（２部３課→１部２課、▲４名）

・国内情報と国際情報を2部で分担

・品目別（畜産、野菜、砂糖・でん粉・
生糸）に３課を設置

・国内情報と国際情報の収集・提供を１部で一元的に
実施

・調査と情報提供をそれぞれ品目横断的に行う２課に
再編

○ コンプライアンス委員会を平成20年4月1日に設置し、内部統制機能を強化。

○ 業務の電算処理システム化を推進し、平成20年1月1日に地方事務所を必要最小限に再編。

（１０カ所 → ３カ所）

－６－



事務事業の見直し

【畜産関係業務】

○事業実施主体の公募方式を導入する。

○保有資金について、これまでの支出実績等を踏まえ、国からの交付金を極力抑制し、保有資金の規模拡大を抑制する。

【野菜関係業務】

○重要野菜等緊急需給調整事業及び指定野菜価格安定対策事業について、農畜産業振興機構への機能・実施体制の集約を行う。

【蚕糸関係業務】

○現行の中期目標期間の終了時に、廃止する。

【糖価調整業務】

○国産てん菜糖に対する交付金の交付対象数量に上限を設定する。

【情報収集提供業務】

○調査テーマの重点化や情報収集提供を行う組織体制の再編等により、業務の徹底した効率化を図る。

組織の見直し

【支部・事業所等の見直し】

○東京、千葉、横浜、名古屋、大阪、岡山、福岡、宮崎の各事務所等を廃止する。また、札幌、鹿児島、那覇の各事務所については、次

期中期目標期間中に、その業務実績等を踏まえ、その在り方について検討し、必要に応じ見直しを行う。

運営の効率化及び自律化

【業務運営体制の整備】

○コンプライアンス委員会を設置する。

独立行政法人整理合理化計画（平成19年12月24日閣議決定）（抄）
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１．目的

① 主要な畜産物の価格の安定業務
② 主要な野菜の生産及び出荷の安定業務
③ 砂糖及びでん粉の価格調整業務
④ 畜産業及び野菜農業の振興に資するための事業を補助する業務
⑤ 生糸の輸入調整等業務（平成20年4月に業務を廃止）
を行い、もって農畜産業及びその関連産業の健全な発展並びに国民消費生活の安定に寄与することを目的とする。

２．所在地

＜本部＞ 東京都港区麻布台２－２－１
＜地方事務所＞ 札幌、鹿児島、那覇
＜海外駐在員事務所＞ シンガポール、ワシントン、ブエノスアイレス、ブリュッセル、シドニー

３．役職員
＜役員数＞ １０名（理事長１名、副理事長１名、理事６名、監事２名）
＜職員数＞ ２１５名（平成２０年度定員）

畜産振興事業団

４．沿革

糖価安定事業団

日本蚕糸事業団

野菜供給安定基金

蚕糸砂糖類価格
安定事業団

農畜産業振興事業団

独立行政法人
農畜産業振興機構

昭和３６年

昭和４０年

昭和４１年

昭和５１年

平成１５年１０月

平成８年

昭和５６年

(独)農畜産業振興機構の概要
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